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7. 環境影響評価方法書に対する住民等の意見の概要及び地方公共団

体の長の意見並びに事業者の見解 
7.1. 環境影響評価方法書に対する住民等の意見の概要及び事業者の見解 

環境影響評価方法書に対する住民等の意見の概要及び事業者の見解は、表 7.1-1 に示

すとおりである。 

 

表 7.1-1 住民等の意見の概要及び事業者の見解 

 住民等の意見の概要 事業者の見解 

■全体的事項 

1 有明海に対する関わり方は、単に佐賀県だけの

問題ではなく、日本の宝でもある認識を持って、

環境保全に取り組む必要性を持っておくことは

大事な視点ではないかと思います。全国から有明

海には目が注がれています。 

有明海に対する影響を踏まえて、学

識経験者や専門家等の意見を聴取する

など最新の知見及び情報を収集し、広

く影響を把握できるよう取り組んで参

ります。 

■個別的事項 

■低周波音 

2 会場でも、低周波についてのアセスメントの項

目について、質問しましたが、この項目があると

いうこと自体、環境に悪影響があることが心配さ

れている認識があると判断します。飛行の回数が

圧倒的に増える。しかも自衛隊機の方が多くな

る。しかも定時ではない。オスプレイ機の低周波

による影響は、10 年以上前の当初から心配されて

いた（記憶では、乳牛がなくことや搾乳量への影

響などの特集記事）ことを思い出しました。低周

波に関しては、「気付かない」「気にならない」こ

とが「影響が無い」ということとイコールではな

いと聞いています。単に、人に対する騒音とかで

はない、生き物に対する日常的な影響についても

深く考えて欲しい。 

佐賀空港滑走路延長に伴い、新たに

増加する低周波音の程度について、学

識経験者の意見も参考にしながら、準

備書以降の手続きにおいて可能な限り

調査、予測及び評価を行います。 

■その他 

3 滑走路延長事業による環境影響だが、同時に進

められる駐屯地関連の事業も考慮に入れるべき。 

駐屯地関連の事業を含めた評価の可

否について検討を行います。そのうえ

で、評価可能な環境要素については、

調査、予測及び評価を行います。 

4 説明会の参加者が少ないのは問題だと思う。 説明会のお知らせについては、佐賀

県及び関係市町の広報誌等で適切に行

っております。 

準備書の手続きで実施する説明会の

お知らせについては、再考を図って参

ります。 
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7.2. 環境影響評価方法書に対する地方公共団体の長の意見及び事業者の見解 

7.2.1. 福岡県知事の意見及び事業者の見解 
環境影響評価方法書に対する福岡県知事の意見の概要及び事業者の見解は、表 

7.2-1(1)から(4)に示すとおりである。 

 

表 7.2-1(1) 福岡県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 福岡県知事の意見の概要 事業者の見解 

■全体的事項 

1 本事業の実施区域周辺には、海洋の生物多様性

の保全と持続可能な利用の推進に資することを目

的に「生物多様性の観点から重要度の高い海域」

として環境省から抽出された有明海が存在する。 

本事業の実施により、干潟を利用する鳥類への

影響や、マイクロプラスチックを含む排水の有明

海への流入による影響については、特に留意する

必要がある。 

環境影響評価手続きの実施に当たっては、学識

経験者等専門家の意見を聴取するなど最新の知見

及び情報を幅広く収集することに努め、これらを

適切に反映することで、調査、予測及び評価の精

度を確保すること。 

干潟を利用する鳥類への影響や、マ

イクロプラスチックを含む排水の有

明海への流入による影響について、学

識経験者等専門家の意見を聴取する

など最新の知見及び情報を幅広く収

集し、これらを適切に反映すること

で、調査、予測及び評価の精度を確保

します。 

2 環境影響評価方法書において選定した環境影響

評価の項目のほか、事業計画の具体化に伴い、新

たに調査等が必要となる環境影響評価の項目が生

じた場合には、専門家等からの助言を踏まえて、

適切な調査、予測及び評価を行い、その結果を準

備書に反映すること。 

環境影響評価方法書において選定

した環境影響評価の項目のほか、事業

計画の具体化に伴い、新たに調査等が

必要となる環境影響評価の項目が生

じた場合には、専門家等からの助言を

踏まえて、適切な調査、予測及び評価

を行い、その結果を準備書に反映しま

す。 

3 図書の作成に当たり、丁寧かつ正確で分かりや

すい図書となるよう努めること。 

図書の作成に当たり、丁寧かつ正確

で分かりやすい図書となるよう努め

ます。 
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表 7.2-1(2) 福岡県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 福岡県知事の意見の概要 事業者の見解 

■個別的事項 

■騒音・低周波音 

4 本事業の実施に伴い、航空機の離着陸回数の増加

や大型化、飛行高度、離着陸角度が変わることによ

る騒音拡大や影響範囲の拡大、また、先行して行わ

れる佐賀駐屯地（仮称）の運用実施や平行誘導路の

整備における防衛省利用の更なる増加による騒音

拡大、さらに米軍機使用における騒音拡大も懸念さ

れる。 

このため、騒音測定については、佐賀空港におけ

る自衛隊機等の使用による騒音及び低周波音の懸

念に対し、軍用機を含んだ全ての航空機騒音を十分

に把握できるような体制や、防衛省が示している自

衛隊機等が利用した場合の騒音予測との乖離がな

いか、周辺住民に影響がないかを十分に把握できる

ような騒音測定体制を今後整えること。 

航空機騒音の影響について、周辺

住民に影響がないかを十分に把握

できるよう、現在実施している航空

機騒音の定期測定等を継続し、必要

と判断される場合には調査地点の

追加などを検討いたします。 

■水環境 

5 工事中や供用開始後の排水による有明海への影

響や漁業への影響が懸念される。 

水質調査については、工事中及び供用開始後の排

水による有明海に対する生態系への影響や漁業へ

の影響を踏まえて、佐賀空港周辺海域だけでなく、

広く有明海全域への影響を把握できるような体制

を整えること。 

水質調査については、工事中及び

供用開始後の排水による有明海に

対する生態系への影響や漁業への

影響を踏まえ、現地調査に加えて、

有明海北部海域の公共用水域デー

タやノリ養殖等にかかる水産統計

と合わせて整理します。 

6 本事業の実施に伴う航空機の着陸回数の増加や

航空機の大型化により、マイクロプラスチックの一

種であるタイヤ片が増加し、滑走路面の雨水排水等

によって有明海に流入することが懸念されるため、

タイヤ片由来の水の汚れ（浮遊物質）について、調

査、予測及び評価を行い、準備書に記載すること。 

本事業の実施に伴う航空機の離

着陸回数の増加や航空機の大型化

により、マイクロプラスチックの一

種と思われるタイヤ片が増加し、滑

走路面の雨水排水等によって有明

海に流入することが懸念されるた

め、タイヤ片由来の水の汚れについ

て、可能な限りで調査、予測及び評

価を行い、準備書に記載します。 

 

 

  



 

7-4 

表 7.2-1(3) 福岡県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 福岡県知事の意見の概要 事業者の見解 

■動物・植物・生態系 

7 事業実施区域の周辺は、シギ・チドリを含めた渡

り鳥の中継地となっており、航空機の離着陸回数の

増加に伴い、バードストライクの発生回数も増加す

ることが懸念される。 

このため、鳥類の特性を考慮したうえで、飛翔状

況を可能な限り調査し、バードストライクの発生回

数及び発生率の変化を予測、評価し、環境保全措置

の方法や、措置を講じた場合の影響低減の程度等に

ついての検討結果を準備書に記載すること。 

また、干潟を利用する鳥類の行動は時間帯や潮汐

によって変化するため、様々な時間帯・様々な潮汐

のタイミングをカバーできる調査時間帯を適切に

設定すること。 

事業実施区域の周辺は、シギ・チ

ドリを含めた渡り鳥の中継地とな

っており、航空機の離着陸回数の増

加に伴い、バードストライクの発生

回数も増加することが懸念される

ことから、鳥類の特性を考慮したう

え、飛翔状況を可能な限り調査しま

す。 

また、バードストライクの発生回

数及び発生率の変化を予測、評価し

ます。その上で実行可能な環境保全

措置を検討します。 

なお、干潟を利用する鳥類の行動

は時間帯や潮汐によって変化する

ため、様々な時間帯・様々な潮汐の

タイミングをカバーできる調査時

間帯を適切に設定します。 

8 航空機の大型化による上昇角度の低下に伴い、低

空飛行エリアの拡大が懸念されるため、シギ・チド

リを含めた鳥類の飛翔状況を考慮して、バードスト

ライクの調査範囲を適切に設定し、予測及び評価を

行うこと。 

航空機の大型化などによる上昇

角度の低下に伴い、低空飛行エリア

の拡大が懸念されるため、シギ・チ

ドリを含めた鳥類の飛翔状況を考

慮して、バードストライクの調査範

囲を適切に設定し、予測及び評価を

行います。 

9 工事中や供用開始後の排水による水生生物への

影響を評価するために、季節変動を考慮した事業実

施区域周辺の水生生物に関する資料等を用いて、調

査、予測及び評価を行い、準備書に記載すること。 

工事中や供用開始後の排水によ

る水生生物への影響を評価するた

めに、季節変動を考慮した対象事業

実施区域周辺の水生生物に関する

資料等を確認した上で、調査、予測

及び評価を行い、準備書に記載しま

す。 

10 魚類、底生動物は、水の濁りの影響のみを予測、

評価する予定であり、直接改変区域外で調査を実施

する計画となっている。しかし、直接改変区域内に

生息する底生動物等は、水路で改変区域外と繋がっ

ていても移動能力が低く逃避できないため、工事の

実施に伴い消失する可能性が極めて高い。 

このため、工事の影響を適切に予測、評価するに

当たっては、改変区域内においても生息状況調査を

実施し、水の濁りの影響だけでなく直接改変による

影響についても、予測、評価を行うこと。 

直接改変区域内に生息する底生

動物等は、水路で改変区域外と繋が

っていても移動能力が低く逃避が

困難な種も考えられることから、工

事の影響を適切に予測、評価するに

当たっては、改変区域内においても

生息状況調査を実施し、水の濁りの

影響だけでなく直接改変による影

響についても、予測、評価を行いま

す。 
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表 7.2-1(4) 福岡県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 福岡県知事の意見の概要 事業者の見解 

■人と自然との触れ合いの活動の場 

11 本事業実施に伴う、地元住民等と自然との触れ合

い活動の場への影響を適切に評価するために、調査

地点を検討のうえ、設定すること。 

本事業実施に伴う、地元住民等と

自然との触れ合い活動の場への影

響を適切に評価するため、調査地点

を設定します。 
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7.2.2. 佐賀県知事の意見及び事業者の見解 
環境影響評価方法書に対する佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解は、表 

7.2-2(1)から(6)に示すとおりである。 

 

表 7.2-2(1) 佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 佐賀県知事の意見の概要 事業者の見解 

■全体的事項 

1 環境影響評価の実施に当たっては、専門家の意見

聴取、最新の知見や幅広い情報の収集に努めるとと

もに、関係自治体、関係団体、地域住民等への説明、

意見への配慮を十分に行い、これらを適切に反映さ

せること。 

環境影響評価の実施に当たって

は、専門家の意見聴取、最新の知見

や幅広い情報を収集し、関係自治

体、関係団体、地域住民等への説明、

意見への配慮を十分に行い、これら

を適切に反映します。 

2 調査の実施に当たっては、必要に応じて専門家等

の意見を聞きながら、現況の把握、予測及び評価に

必要なデータの収集ができるよう、十分な調査期

間、回数、地点等を確保すること。 

調査の実施に当たっては、必要に

応じて専門家等の意見を聞きなが

ら、現況の把握、予測及び評価に必

要なデータの収集ができるよう、十

分な調査期間、回数、地点等を確保

します。 

3 予測に当たって使用する条件については、予測時

点における環境への影響要因をもとに適切に設定

し、その根拠を環境影響評価準備書に分かりやすく

記載すること。 

また、可能な限り定量的な手法を用いて予測及び

評価を行い、環境保全に関する基準又は目標値が設

定されている環境要素については、当該基準又は目

標値を達成できるよう環境保全措置を検討するこ

と。 

予測に当たって使用する条件に

ついては、予測時点における環境へ

の影響要因をもとに適切に設定し、

その根拠を環境影響評価準備書に

分かりやすく記載します。 

また、可能な限り定量的な手法を

用いて予測及び評価を行い、環境保

全に関する基準又は目標値が設定

されている環境要素については、当

該基準又は目標値を達成できるよ

う環境保全措置を検討します。 

4 環境保全措置の検討に当たっては、複数案の比

較、最良の技術の導入などを通じて、事業に係る環

境影響を可能な限り回避又は低減することに努め

ること。 

環境保全措置の検討に当たって

は、複数案の比較などにより、事業

に係る環境影響を可能な限り回避

又は低減することに努めます。 

5 環境影響評価を行う過程において、事業計画の具

体化や現地調査等により新たな事実が判明した場

合は、必要に応じて専門家等の意見を聴取し、環境

影響評価の項目や手法の見直しについて検討を行

うこと。 

環境影響評価を行う過程におい

て、事業計画の具体化や現地調査等

により新たな事実が判明した場合

は、必要に応じて専門家等の意見を

聴取し、環境影響評価の項目や手法

の見直しについて検討します。 
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表 7.2-2(2) 佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 佐賀県知事の意見の概要 事業者の見解 

6 環境影響評価準備書については、図表を用いての

説明や専門的な表現について補足説明を付すなど、

事業計画や環境影響評価の結果等その内容につい

て、丁寧かつ分かりやすい図書とすること。 

環境影響評価準備書については、

図表を用いての説明や専門的な表

現について補足説明を付すなど、事

業計画や環境影響評価の結果等そ

の内容について、丁寧かつ分かりや

すい図書とします。 

7 航空機の運航に伴う騒音の影響については、民間

航空機に加え、佐賀空港の滑走路を利用する自衛隊

機の運航についても評価を行うこととしているが、

その他、民間航空機の運航に伴い環境影響評価が行

うこととしている環境要素（大気質（窒素酸化物、

浮遊粒子状物質）、低周波音、水の汚れ、底質、陸生

動物、水生動物、水生植物、生態系、温室効果ガス

等）についても、自衛隊機を含めた評価の要否につ

いて検討を行い、必要と判断する環境要素について

は、自衛隊機を含めて適切に調査、予測及び評価を

行うこと。 

航空機の運航に伴う環境要素（大

気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物

質）、低周波音、水の汚れ、底質、陸

生動物、水生動物、水生植物、生態

系、温室効果ガス等）については、

自衛隊機を含めた評価の可否につ

いて検討を行います。そのうえで、

評価可能な環境要素については、民

間航空機に加え、滑走路を利用する

自衛隊機を含めて、調査、予測及び

評価を行います。 

■個別的事項 

■大気環境 

8 工事の実施に伴う資材及び機械の運搬に用いる

車両の運行や、航空便の増便に伴う空港を利用する

車両の増加等により、運行ルートに近接する住宅地

等において、大気質（窒素酸化物、粉じん等、浮遊

粒子状物質）、騒音、振動への影響が考えられること

から、適切に調査、予測及び評価を行い、影響を可

能な限り回避又は低減するため環境保全措置の検

討を行うこと。 

工事の実施に伴う資材及び機械

の運搬に用いる車両の運行や、航空

便の増便に伴う空港を利用する車

両の増加等による環境への影響に

ついて、適切に調査、予測及び評価

を行い、影響を可能な限り回避又は

低減するための環境保全措置を検

討します。 

9 航空機の離着陸回数が令和 5 年度：7,352 回から

将来予測として約 35,000 回に大きく増加すること

を見込んでいることや、航空機の大型化、飛行高度

の低下により、航空機の運航に伴う騒音の影響の増

加が考えられることから、必要に応じて専門家の意

見を聞くとともに、最新の知見を得ながら影響を可

能な限り回避又は低減するため環境保全措置の検

討を行うこと。 

航空機の離着陸回数が大きく増

加することを見込んでいることや、

航空機の大型化など、飛行高度の低

下により、航空機の運航に伴う騒音

の影響の増加が考えられることか

ら、必要に応じて専門家の意見を聞

くとともに、最新の知見を得ながら

影響を可能な限り回避又は低減す

るための環境保全措置を検討しま

す。 
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表 7.2-2(3) 佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 佐賀県知事の意見の概要 事業者の見解 

10 民間航空機や佐賀空港の滑走路を利用する自衛

隊機の運航に伴う騒音、その他環境影響評価を行う

環境要素の予測に当たっては、離着陸回数、機種毎

の騒音データ、飛行経路等の予測に必要な情報の収

集を行い、収集した情報や設定した予測条件につい

て根拠とともに環境影響評価準備書に分かりやす

く記載すること。 

民間航空機や佐賀空港の滑走路

を利用する自衛隊機の運航に伴う

騒音、その他環境影響評価を行う環

境要素の予測に当たっては、離着陸

回数、機種毎の騒音データ、飛行経

路等の予測に必要な情報の収集を

行います。また、収集した情報や設

定した予測条件について、可能な限

り根拠とともに環境影響評価準備

書に分かりやすく記載します。 

11 現時点で利用を想定している民間航空機や自衛

隊機の他、臨時的に利用する航空機による環境への

影響についても、他空港を参考にするなど可能な限

り定量的な算定を行い、予測及び評価に努めるこ

と。 

臨時的に利用する航空機による

環境への影響についても、他空港を

参考にするなど可能な限り定量的

な算定を行い、予測及び評価に努め

ます。 

12 自衛隊機の運航に係る予測及び評価に当たって

は、大気質、騒音、低周波音等の環境要素ごとに航

空機の飛行の他、佐賀空港内における地上走行、ホ

バリング等に伴う影響についても負荷要因として

環境影響評価の要否について検討を行い、必要と判

断する場合は、これらも含めて適切に調査、予測及

び評価を行うこと。 

自衛隊機の運航に係る予測及び

評価に当たっては、大気質、騒音、

低周波音等の環境要素ごとに航空

機の飛行の他、佐賀空港内における

地上走行、ホバリング等に伴う影響

についても負荷要因として、環境影

響評価の可否について検討を行い、

調査、予測及び評価を行います。 

■水環境 

13 佐賀空港が隣接する有明海は、生物多様性の観点

から重要度の高い海域となっており、工事の実施に

伴う水の濁りや飛行場の施設の供用に伴う水の汚

れ等に伴う影響について、回避又は低減に努める必

要がある。 

雨水等排水計画において、生活排水、雨水は国造

搦樋門、平和搦樋門の 2 施設から排水する計画とな

っているが、国造搦樋門付近における調査は文献調

査のみとなっている。航空機の運航、飛行場の施設

の供用に伴う水の汚れ、底質への影響について適切

に予測及び評価を行うために、国造搦樋門付近での

現地調査の必要性について検討を行い、必要と判断

する場合は当該施設付近において調査を実施の上、

予測及び評価を行うこと。 

航空機の運航、飛行場の施設の供

用による水の汚れ、底質への影響に

ついて適切に予測及び評価を行う

ため、国造搦樋門付近での現地調査

（2 地点）を実施の上、予測及び評

価を行います。 
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表 7.2-2(4) 佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 佐賀県知事の意見の概要 事業者の見解 

14 航空機の運航及び飛行場の施設の供用に

伴う水の汚れ、底質への影響について、負荷

要因を「航空機の離着陸数」、「防除雪氷剤」

として予測及び評価を行うこととしている

が、その他「空港利用者の増による施設から

の排水量の増」等の負荷を与える可能性があ

る要因の有無について検討を行い、追加が必

要と判断するものがある場合は当該要因も

考慮の上、予測及び評価を行うこと。 

空港ターミナルビルからの排水につい

て、滑走路延長後の想定される旅客数にも

対応した設計となっており、浄化槽の機能

強化は行わないことを確認しています。 

滑走路延長後においても、これまでどお

り浄化槽で処理された排水が放流される

ため予測は不要と考えます。 

15 航空機の運航及び飛行場の施設の供用に

伴う水の汚れ、底質に係る調査、予測及び評

価地点については、国造搦樋門、平和搦樋門

から海域への放流場所付近など航空機の運

航及び飛行場の施設の供用により影響を受

けやすいと見込まれる地点の追加について

検討を行うこと。 

航空機の運航及び飛行場の施設の供用

による水の汚れ、底質に係る調査、予測及

び評価地点については、空港による影響を

受けやすいと見込まれる空港敷地からの

水路への放流直後、及び水路から海域への

放流する直前の国造搦樋門、平和搦樋門と

しています。 

なお、国造搦樋門、平和搦樋門の放流直

前の水質を把握しますので、当該箇所の把

握により放流直後の影響度合いは相対的

に把握します。 
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表 7.2-2(5) 佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 佐賀県知事の意見の概要 事業者の見解 

■動物・植物・生態系 

16 対象事業実施区域である有明海沿岸は、環境省に

より「生物多様性の観点から重要度が高い海域」に

抽出され、干潮時には広大な干潟が拡がり、独特の

生態系が維持されている地域である。また周辺に

は、絶滅危惧種を含む水鳥類の国内有数の中継地・

越冬地であり、国際的に重要な湿地としてラムサー

ル条約湿地に登録されている東よか干潟が存在し

ている。 

このような地域の特性を踏まえ、動物・植物の調

査に当たっては、専門家の助言を得ながら、最新の

知見に基づき、必要な情報を適切に把握できる調査

方法（時期、期間、地点・範囲、踏査ルートなど）

を設定し、その設定根拠や調査地点・地域、踏査ル

ート、直接改変される区域等を記した図面を環境影

響評価準備書に分かりやすく記載、掲載すること。 

動物・植物の調査に当たっては、

専門家の助言を得ながら、最新の知

見に基づき、必要な情報を適切に把

握できる調査方法（時期、期間、地

点・範囲、踏査ルートなど）を設定

し、その設定根拠や調査地点・地域、

踏査ルート、直接改変される区域等

を記した図面を環境影響評価準備

書に分かりやすく記載します。 

17 白石町内において、国指定特別天然記念物コウノ

トリの営巣が確認されており、本事業の実施に伴う

コウノトリへの影響について、専門家等の助言を踏

まえ、環境影響評価の要否について検討を行い、必

要と判断する場合は、コウノトリの生息地や繁殖活

動等に影響を及ぼさないよう適切に調査、予測及び

評価を行うこと。 

本事業の実施に伴うコウノトリ

への影響については、専門家等の助

言を踏まえ、事業実施区域から営巣

地までの距離が離れていることな

どから、環境影響評価は不要と判断

しております。なお、事業実施区域

付近での鳥類調査において、コウノ

トリが確認された場合には、専門家

等に相談しながら適切に対応して

まいります。 

18 動物、植物の調査日数、地点等の設定に当たって

は、専門家の助言を得ながら、次の点について検討

を行うこと。 

①干潟鳥類の活動は潮汐の状況により異なるこ

とから、鳥類の調査時期や時間帯については、大潮

や小潮などの時期、干満の時間帯などの潮汐の状況

を考慮して設定すること。 

②水生動物について、直接改変される区域におい

て調査を行わない計画となっているが、重要な種の

分布、生息環境の状況等の確認のため、当該区域に

おける調査の実施について検討を行うこと。 

③植物相の調査日数について、春・夏・秋に各 1

日程度となっているが、植物によっては調査適期が

異なるため、それぞれの時期で頻度を増やした調査

の実施について検討を行うこと。 

①調査回数は、四季、渡りの時期

（春・秋）、繁殖期の 7 回を予定して

おり、その中で時間帯（6：00～26：

30）や潮汐（大潮、中潮、小潮）を

考慮した調査を行います。 

②水生動物について、直接改変さ

れる区域において、重要な種の分

布、生息環境の状況等の確認のた

め、調査を実施します。 

③空港周辺では植生が少ないこ

と、また、陸生植物と水生植物とで

それぞれ時期をずらして 2 日ずつ調

査を行う予定であるため、適切に調

査が実施できるものと考えていま

す。 

 

 

 



 

7-11 

表 7.2-2(6) 佐賀県知事の意見の概要及び事業者の見解 

 佐賀県知事の意見の概要 事業者の見解 

19 航空機の運航に伴う鳥類への影響について、離着

陸回数の増加、航空機の大型化、飛行高度の低下に

よりバードストライクの増加が考えられることか

ら、必要に応じて専門家の意見を聞くとともに、最

新の知見を得ながら影響を可能な限り回避又は低

減するため環境保全措置の検討を行うこと。 

航空機の運航に伴う鳥類への影

響について、離着陸回数の増加、航

空機の大型化、飛行高度の低下など

によりバードストライクの増加が

考えられることから、必要に応じて

専門家の意見を聞くとともに、最新

の知見を得ながら影響を可能な限

り回避又は低減するための環境保

全措置を検討します。 

 

 

 

 

 


